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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【人件費】
人件費に係る経常収支比率は類似団体と同水準となっている。今後の財政運営方針（平成20年度～平成23年
度）に掲げた職員数の削減等の方策を着実に実行しながら、人件費の削減に努めていく。
【物件費】
物件費に係る経常収支比率は類似団体平均より高い数値となっている。今後の財政運営方針に掲げた内部管
理経費の節減や公共施設の管理運営費の削減といった方策を着実に実行しながら、さらなる物件費の節減に
努めていく。
【扶助費】
扶助費に係る経常収支比率については、生活保護の保護率が類似他団体に比べて低いなどの要因により、類
似団体平均を下回っているが、依然として上昇傾向が続いている。今後の財政運営方針に掲げた方策を着実
に実行しながら、上昇傾向に少しでも歯止めをかけるように努めていく。
【公債費】
公債費に係る経常収支比率が類似団体平均より高くなっている主な要因として、政令指定都市移行後の下水
道事業をはじめ様々なインフラ整備やアジア競技大会を契機とする都市基盤の整備を積極的に進めてきたこと
が大きいということがある。今後の財政運営方針に掲げた方策を着実に実行しながら、公債費負担の軽減に努
めていく。
【補助費等】
補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均より高くなっている主な要因として、下水道事業に対する負担
金が大きいということがある。これは、汚水処理経費の資本費に対する使用料充当率が類似団体と比べて低い
などの要因が考えられる。今後の財政運営方針に掲げられているとおり、使用料の適正化やより一層のコスト
縮減など普通会計の負担の抑制に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 88,430,303 76,931 75,120 2.4
賃金（物件費） 3,569,588 3,105 1,578 96.8
一部事務組合負担金（補助費等） 41,142 36 428 ▲ 91.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 90,831 79 2,255 ▲ 96.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 27 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 2,194,751 1,909 1,912 ▲ 0.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,003,325 2,613 1,652 58.2
▲退職金 ▲ 12,051,715 ▲ 10,485 ▲ 9,298 12.8
合計 85,278,225 74,189 73,673 0.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.60 7.51 0.09
ラスパイレス指数 99.1 100.9 ▲ 1.8
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

36,537,211 31,786 24,413 30.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

28,453,407 24,753 23,372 5.9

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 21,604,093 18,795 16,642 12.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

2,272 2 312 ▲ 99.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

848,926 739 1,067 ▲ 30.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

6,475 6 16 ▲ 62.5

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 50,981,629 ▲ 44,352 ▲ 38,243 16.0

合計 36,470,755 31,728 27,579 15.0
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 広島県 広島市
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

55,064,272 48,247 - 61,674 - -

うち単独分 36,429,715 31,919 - 38,671 - -

57,640,035 50,359 4.4 60,601 ▲ 1.7 6.1

うち単独分 36,099,626 31,540 ▲ 1.2 36,072 ▲ 6.7 5.5

63,030,972 54,834 8.9 59,665 ▲ 1.5 10.4

うち単独分 40,808,593 35,502 12.6 36,304 0.6 12.0

過去５年間平均 58,578,426 51,147 6.7 60,647 ▲ 1.6 8.3

うち単独分 37,779,311 32,987 5.7 37,016 ▲ 3.1 8.8
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